
          
名古屋都市計画地区計画の決定計画書    
（ 豊 田 五 丁 目 地 区 ）    
（ 名 古 屋 市 決 定 ）                     



名古屋都市計画地区計画の決定（名古屋市決定）  
都市計画豊田五丁目地区計画を次のように決定する。 

名  称  豊田五丁目地区計画 

位  置  名古屋市南区豊田五丁目の一部 

面  積  約１１．７ha 

区 

域 

の 

整 

備 

・ 

開 

発 

及 

び 

保 

全 

の 

方 

針 

地区計画の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

本地区は、市南部の既成市街地に位置し、周囲に山崎川や

名古屋港を有す平坦な低地にある。周囲には住宅、工場等が

混在して立地している一方で、本地区は工場跡地として十分

な土地利用がなされていない状態にある。 

そこで、本地区に商業施設、住宅、スポーツ・レクリエーシ

ョン施設及び新たな土地利用に伴い必要となる都市基盤施設

等を一体的に整備し、周辺環境に配慮した地域の生活・交流・

安心安全の核として、地域の生活利便性、にぎわい・活力、防

災性の向上及び緑豊かな環境の形成を目指す。 

土地利用の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地区の特性に応じて区域を３種類に区分し、それぞれ次の
方針に基づいて土地利用を誘導することにより、都市機能の

増進を図る。 

１ 東地区   周辺環境に配慮しつつ、商業施設を中心とした地域の生
活・交流・安心安全の新たな核にふさわしい土地利用を図

る。 

地域の防災性の向上を図るため、災害時における避難や

救援活動に寄与する施設の誘導を図る。 

２ 西地区   低層住宅を中心とした緑豊かで良好な居住環境の形成を
目指した土地利用を図る。 

３ 南地区   生活にゆとりと潤いを与え、周辺居住者が憩える空間の
形成を目指した土地利用を図る。 

都市基盤施設及び

地区施設の整備の

方針 

 

 

 

 

 

１ 安全で快適な歩行者空間を確保するとともに、地区内外
の交通処理を円滑に行うため、地区幹線道路を整備する。 

２ 周辺環境との調和や良好な都市景観の形成を図るため、
東地区においては敷地外周等に緑地を整備する。 

３ 歩道と一体となった安全で快適な歩行者空間を確保する
ため、公共空地（通路状）を整備する。 

４ 周辺居住者や施設利用者の憩いの場となる公園を整備す
る。 



建築物等の整備の

方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地区ごとの土地利用の方針に基づき、合理的な土地利用
を図るため、用途の制限を行う。 

２ 周辺の都市基盤や環境と調和した土地利用を図るため、
容積率の最高限度及び高さの最高限度を定める。 

３ 敷地内に空地を確保するため、建蔽率の最高限度及び壁
面の位置の制限を定める。 

４ 敷地の細分化を防ぐため、敷地面積の最低限度を定める。 
５ 良好な都市景観の形成を図るため、建築物等の形態又は
色彩その他の意匠の制限、垣又はさくの構造の制限を行う。 

６ 緑豊かな都市環境を実現するため、緑化率の最低限度を
定める。 

その他当該区域の

整備、開発及び保

全に関する方針 

東地区においては、区域内の敷地面積の１０分の２．５以

上を緑化目標として、区域内を緑化する。 

 

開 

発 

整 

備 

促 

進 

区 

面積  約７．２ha（区域は計画図表示のとおり） 

主要な公共施設の

配置及び規模 

 

 

 

 

・地区幹線道路１号    幅員 14ｍ～18.5ｍ、 

延長 約 610ｍ 

・公共空地（通路状）１号 幅員 1ｍ～4ｍ、延長 約 130ｍ 

・緑地１号        面積 約 1,700㎡ 

（配置は計画図表示のとおり。ただし、緑地については車両

の乗り入れ等計画上やむを得ない部分を除くことができる） 

地 

区 
整 

備 

計 

画 

地区施設の配置及

び規模 

 

 

 

 

・地区幹線道路２号    幅員 17ｍ、延長 約 30ｍ 

・公共空地（通路状）２号 幅員 1ｍ、延長 約 40ｍ 

・緑地２号        面積 約 40㎡ 

・公園          面積 約 3,020㎡ 

（配置は計画図表示のとおり。ただし、緑地については車両

の乗り入れ等計画上やむを得ない部分を除くことができる） 

 誘導すべき用途  店舗、飲食店 

 

誘導すべき用途に

供する特定大規模

建築物の敷地とし

て利用すべき土地

の区域 

 

 

 

 計画図表示のとおり 

 

 

 

 

 

 

 



 建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

区分の名称 東地区 西地区 南地区 

 区分の面積 約７．３ha 約１．５ha 約２．９ha 

 

建築物等の

用途の制限 

 

 

 

 

 

 

 

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 

１ 射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場、場内車券売  場又は勝舟投票券発売所 

２ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第２（る）
項第１号に掲げる事業を営む工場 

３ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭
和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営

業又は同条第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業の用途

に供するもの 

 

建築物の容

積率の最高

限度 

１０分の１５ － － 

 

建築物の建

蔽率の最高

限度 

 

 

 

１０分の５ 

ただし、建築基

準法第５３条第３

項第２号に該当す

る建築物について

は１０分の６ 

－ － 

 

 建築物の敷

地面積の最

低限度 

５００㎡ １３０㎡ ５００㎡ 

 

 壁面の位置

の制限 

建築物の外壁又

はこれに代わる柱

の面から道路境界

線又は地区計画の

当該区分の境界線

（計画図に表示す

る部分に限る。）

までの距離は、計

画図に表示する数

値以上でなければ

ならない。 

建築物の外壁又

はこれに代わる柱

（以下「外壁等」

という。）の面か

ら道路境界線又は

隣地境界線までの

距離は０．５ｍ以

上とする。 

ただし、それぞ

れの距離に満たな

い距離にある建築

物又は建築物の部

分が次の各号のい

ずれかに該当する 

建築物の外壁又

はこれに代わる柱

の面から地区計画

の区域の境界線

（計画図に表示す

る部分に限る。）

までの距離は、計

画図に表示する数

値以上でなければ

ならない。 



 

   場合は、この限り

でない。 

１ 外壁等の中心
線の長さの合計

が３ｍ以下であ

ること。 

２ 物置その他こ
れに類する用途

に供し、軒の高

さが２．３ｍ以

下であること。 

 

 

 建築物等の

高さの最高

限度 

次の各号に定め 

る数値 

１ 建築物等の各
部分から地区計

画の当該区分の

境界線（区分の

境界線が道路中

心線で定められ

ている場合にあ

っては、当該道

路の反対側の境

界線をいう。）

までの水平距離

に１．５分の１

を乗じて得たも

のに１０ｍを加

えた数値 

２ ２５ｍ 

１２ｍ 建築物等の各部

分から地区計画の

区域の境界線（計

画図に表示する部

分に限る。）まで

の水平距離に１．

５分の１を乗じて

得たものに１０ｍ

を加えた数値 

 

 建築物等の

形態又は色

彩その他の

意匠の制限 

建築物等の形態又は色彩その他の意匠は、周辺環境及び地

区計画の区域内の他の建築物と調和したものとし、良好な景

観の形成に寄与するものとする。 

 

 建築物の緑

化率の最低

限度 

１０分の２ １０分の１ １０分の２ 

 



 

 垣又はさく

の構造の制

限 

道路に面する垣

又はさくは、生垣

又はフェンス等

（高さ６０ｃｍ以

下の部分はこの限

りではない。）と

する。 

－ － 

「区域及び地区の区分は計画図表示のとおり」 

 

 

理  由 

  周辺環境と調和した合理的かつ健全な土地利用を図り、地域の生活・交流・安心安全
の新たな核の形成を図る。 


